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　166ページからの17の統計表は、人間開発の
主要側面における各国の達成度評価をまとめ
たものである。その内容は、人間開発報告書
室によって推計された合成指数と、持続可能
性およびエンパワーメントに関する一連の新
たな指標である。合成指数の基礎をなす手法
については「テクニカルノート1－4」で詳説し、
ここではそれ以外の指標の要点を説明する。
　それぞれの統計表は、国連加盟国192か国お
よび香港（中国特別行政区）、パレスチナ占領
地域について、可能な限り多くの国のデータを
記載している。各国・地域は2010年の人間開
発指数（HDI）を基準にランク付けされている。
また各国ランクの総覧は本報告書最終ページ
に50音順にまとめてある。統計表内のデータ
は、注記がないかぎり、すべて2010年5月15日
時点で人間開発報告書室に入手可能であった
ものである。
　新たな統計表としてエンパワーメント、持
続可能性と脆弱性、人間の安全保障、個人的
幸福の認識、市民・コミュニティの幸福の指標、
ディーセント・ワーク（働きがいのある人間ら
しい仕事）に関する6つがある。また人間の幸
福向上を可能にする環境の度合いとして、金
融フローと経済・インフラの状態も2つの統計
表にまとめた。
　すべての指標は次の3つのフォーマットでオ
ンライン入手が可能である――個々の指標別、
統計表と同形式、あるいは別表作成に使える
クエリ・ツールを利用して。人間開発の全指
数のマップや一部の動画など、インタラクティ
ブ・メディアも利用できる。また各国統計表、
指数算出方法の詳細などの補足資料も掲出し
ている。これらは英語（http://hdr.undp.org/
en/statistics）、フランス（http://hdr.undp.or 

g/fr/statistiques）、スペイン語（http://hdr.
undp.org/es/estadisticas）で閲覧できる。

出典と定義

　人間開発報告書室は、一義的には統計の利
用者であって制作者ではない。人間開発報告
書室は特定の指標に関わる国際データを収集・
蓄積するうえで、権限と資源、ノウハウをもつ
国際機関に依存している。通常のデータ提供
者から特定のデータが得られない場合は、信
頼できる他の情報源からデータを得て使用し
ている。
　統計表の作成に使用したすべてのデータに
ついて、その出所を各表の最後に「出典」と
して完全表記した。出典に関する注記は、人
間開発報告書室人間開発報告書室の計算に使
用されたデータの大元の出所を示すものであ
る。主要指標の定義は「統計用語の定義」に
まとめた。その他の関連情報は各表の最後に
付記した。指標に関するさらに詳しい技術的
情報については、データの出所である機関の
ウエブサイトを参照されたい。http://hdr.
undp.org/en/statisticsにリンクが用意されて
いる。

人間開発指数の対象範囲

　HDIの対象国の範囲はデータが入手可能か
否かによって決まる。国別比較を可能とする
ために、HDIは原稿作成時点において、代表
的な国際機関および他の信頼できる情報源か
ら得られうるかぎりのデータに基づいて算出さ
れる。しかしながら一部の国に関しては、HDI
の4つの構成指標のうち1つまたはそれ以上が

読者への手引き



162 人間開発報告書 2010 163読者への手引き

国に関する注記

　中国のデータは注記がないかぎり、香港特
別行政区、マカオ特別行政区、台湾省を含ま
ない。スーダンのデータは北部のみで得られ
た情報に基づく場合が多い。

凡例

　「2005 〜 2010」のように2つの年号をダッシ
ュでつないである場合は、注記のないかぎり、
そのデータが同期間内で入手可能な最新年の
ものであることを意味している。成長率は通
常、その期間を通じた平均年率である。

「2005/2010」のように2つの年号をダッシュで
つないである場合は、注記がないかぎり、そ
のデータが通期の平均値であることを意味し
ている。
　統計表内の記号の意味は次のとおり。
.. データなし
0または0.0「ゼロ」または「ほぼゼロ」
―　該当せず
＜　未満

人間開発指数の主要データ源

◆出生時平均余命
　出生時の平均余命推計は、国連の人口推計・
予測の公式統計である「World Population Pr 
ospects 1950－2050: The 2008 Revision」

（UNDESA 2009d）による。これは各国の出生
届出制度、国勢調査、住民調査をもとに国連
経済社会局人口部が2年ごとにまとめているも
のである。
　UNDESA（2009d）は、1980 〜 2007年の期
間に15 〜 49歳の国民のHIV感染率に1ポイン
ト以上の上昇があった場合、その国はHIV蔓
延の影響下にあると見なし、その後の感染拡

上の国のデータが得られ、かつその全体に占
める重みが少なくとも3分の2に達している場
合である。人間開発報告書室は、集成値の算
出を目的とする欠損データの代入はしていな
い。したがって注記がないかぎり、各グルー
プの集成値はデータが得られた国のみを対象
とした数値である。集成値が加重平均値でな
く第一次資料のデータとなっている場合もあ
る。その場合は数値に「Ｔ」を付した。

◆人間開発水準による分類
　これまでHDI水準による分類は、その時点
でのHDIの閾値を基準とする方式を取ってい
た。本年からは四分位に基づき、「HDI最高位
国」「HDI高位国」「HDI中位国」「HDI低位国」
に分類した。総数169か国であるため、グルー
プのいずれか1つは国数が1つ多くなる。本年
の場合は「HDI高位国」がそれに該当する結
果となった。

◆地域の分類
　本報告書は世界各国を2つのグループに大別
している。すなわち、HDI水準の分類に基づ
く先進国と途上国である。また国連の定義に
よる後発途上国など、他の主要分類も用いて
いる。HDI分布で最上の四分位に位置する
国々、すなわちきわめて高いHDIをもつ国々を
先進国とし、その他の国々を途上国とした。
先進グループは、さらに経済開発協力機構

（OECD）加盟国と非加盟国（HDIの数値が得
られないモナコ、サンマリノを含む）に分かれ
る。また途上グループはUNDP地域局の分類
に準じてアラブ諸国、東アジア・太平洋、ヨ
ーロッパ・中央アジア、中南米・カリブ海、南
アジア、サハラ以南アフリカに分けられる（「各
国の分類」参照）。

クから大幅に下がった国でも、データ改訂に
よるHDIの再算出によって数値とランクが上が
ることもありうる。この理由から「統計表2」は、
あくまでも動向を見るためのものである。
　本報告書に記載したHDIの数値とランクは、
過去のHDRに記載された推計値と直接比較で
きるものではない――読者は長期動向を見る
ために「統計表2」を参照されたい。

国家推計と国際推計の不一致

　国際機関は経年データの集計に際し、国際
比較を可能とするための国際標準化と整合化
の手順を踏む。ある国のデータが欠けている
場合、他の関連情報が得られれば国際機関は
推計を取ることがある。あるいは、国際的な
経年データに直近の各国データが含まれてい
ない場合もある。このような要因により、国際
推計と国家推計の間にかなりの相違が表れう
る。
　データの不一致が生じた場合、人間開発報
告書室は各国の統計当局と国際機関の双方に
善処を働きかけてきた。これが多くの場合、
より良質の統計が得られる結果につながって
いる。人間開発報告書室は今後とも国際デー
タの改善を働きかけ、データの質的充実への
努力を積極支援する。また、より体系的な報
告とデータの質のモニタリングを通じて、各国
の統計機関および国際組織とともにデータの
一貫性の改善にも取り組んでいる。

各国の分類と集成

　統計表には国家レベルのデータに加え、い
くつかの集成値も含まれている。その大部分
が、表の下に付記したグループ別に算出され
た加重平均値である。原則として集成値を記
載したのは、少なくともグループ内の半数以

国際機関のデータに存在していない。信頼で
きるデータが入手できず、またデータ推計の
妥当性にかなりの不確実性が認められる場合、
HDIおよびHDRの関連指標の信頼性を維持す
るために、その国は除外される（BOX1参照）。
　2010年のHDIは169か国について算出可能で
ある（国連加盟の168か国と香港〈中国特別行
政区〉）。ミクロネシアは今回初めてHDIランキ
ングに加わり、ジンバブエは再び加わった。
今回ランキングから落ちたのはアンティグア・
バーブーダ、ブータン、キューバ、ドミニカ国、
エリトリア、グレナダ、レバノン、オマーン、
セントクリストファー・ネーヴィス、セントル
シア、セントビンセント・グレナディーン諸島、
サモア、セーシェル、バヌアツである。

過去の人間開発報告書との経年比較

　HDIは人間開発の長期動向をモニタリング
する重要なツールである。各国の動向分析を
図るため、HDIは1980-2010年まで5年ごとに算
出されている。「統計表2」にまとめたとおり、
算出は一貫した方法論に基づき、原稿作成時
点で得られたデータを用いている（詳細は「テ
クニカルノート1」参照）。本報告書に記載し
たHDIの数値とランクは、過去年度版のそれ
と直接比較はできない。第2章と3章の長期動
向分析には、代替のHDIとして、より長い時間
枠で得られる指標に基づくハイブリッドHDIを
用いている。
　国際機関は歴史的データの定期的な更新な
ど、データの連続性の改善に継続的に取り組
んでいる。HDRの各年度版におけるHDIの数
値およびランクの経年変化は往々にして、そ
の国における現実の変化よりも、そのようなデ
ータの改訂を反映するものである。加えて、
各年の対象国の入れ替わりもランクに影響を
及ぼしうる。したがって、たとえば前回のラン
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◆1人当たり国民総所得
　1人当たり国民総所得（GNI）に関するデー
タは、世界銀行（2010g）の世界開発指標デー
タベースによる。各国の生活水準をより正確
に比較するには、物価水準の違いを排除する
ためにデータを購買力平価（PPP）に換算す
る必要がある。GNI推計は、国際比較プログ
ラム（ICP）の直近の調査から得られた物価デ
ータに基づく。本報告書では、2005年に146か国・
地域を対象に行われた調査のデータを用いた。
ICPの調査対象となっていない20か国余りにつ
いては、世界銀行が計量経済学的回帰法によ
る推計値を算出しており、本報告書でもそれ
らを使用した。

不平等の指標の基礎データ

　就学年数および所得の分布における不平等
に関しては、国際的なデータベースから得ら
れる各国の直近の全国世帯調査のデータを使
用した。ルクセンブルク所得研究、所得と生
活条件に関するEU統計、国連児童基金・複数
指標クラスター調査、メジャー DHS、国連大学・
世界所得不平等データベース、世界銀行・国
際所得分布データベースである。平均余命に
おける不平等に関しては、国連人口局が作成
している平均余命表から推計した。

大のモデル化と年間HIV感染数の予測により
死亡率を推計している。またHIV感染率は常
に1％未満で推移してきたが、2007年における
HIV感染者が50万人を上回る国もHIV蔓延の
影響下にあると見なされる（ブラジル、中国、
インド、ロシア連邦、米国）。このような基準
によってHIVの影響下にあると見なされる国は
58か国である。

◆就学予測年数
　本報告書は、国連教育科学文化機関（ユネ
スコ）統計研究所による就学予測年数のデー
タを使用している。この推計は、すべての教
育レベルにおける年齢別就学者数、およびす
べての教育レベルにおける年齢別学齢期人口
に基づく。
　就学予測年数の国際比較には注意を要する。
なぜなら就学年数の長さと教育の質はすべて
の国において一様ではなく、また指標は留年
の影響を直接的に勘案するものではないから
である（自動的に進級させる国もあれば、そう
でない国もある）。教育および訓練の継続の形
態と範囲も国によって異なる。したがって指標
の解釈は、留年率や質の指標など補完的指標
も併せた文脈においてなされるべきである。

◆平均就学年数
　ユネスコ統計研究所のデータには就学年数
の平均値がないため、本報告書は性別・年齢
別就学状態の基準として、ユネスコやユーロ
スタット（EU統計局）などが集約した国勢調
査と世帯調査のデータに基づくBarro and Lee 

（2010）の推計を用いた。この推計は次の6つ
のカテゴリーにまとめられている。無学歴、初
等教育中退、初等教育修了、中等教育第一段階、
中等教育第二段階、そして高等教育である。
この推計は、各レベルの履修年数における各
国の違いもふまえている。



人間開発統計資料

複合測定
１　人間開発指数と構成要素
２　人間開発指数の動向　1980－2010
３　不平等調整済み人間開発指数（IHDI）
４　ジェンダー不平等指数（GII）
５　多次元貧困指数（MPI）

人間開発の諸相
６　エンパワーメント
７　持続可能性と脆弱性
８　人間の安全保障
９　個人の幸福感と福祉の認識
10　市民およびコミュニティの福祉
11　人口動態
12　ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）
13　教育
14　保健

分野横断的なテーマ
15　地方政府・行政が活動しやすい環境：資金の流れと関与
16　地方政府・行政が活動しやすい環境：経済と社会基盤
17　情報とコミュニケーション技術を利用する機会
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各国の人間開発ランク（2010年）
アイスランド 17
アイルランド 5
アゼルバイジャン 67
アフガニスタン 155
アラブ首長国連邦 32
アルジェリア 84
アルゼンチン 46
アルバニア 64
アルメニア 76
アンゴラ 146
アンドラ 30
イエメン 133
イスラエル 15
イタリア 23
イラン 70
インド 119
インドネシア 108
ウガンダ 143
ウクライナ 69
ウズベキスタン 102
ウルグアイ 52
英国 26
エクアドル 77
エジプト 101
エストニア 34
エチオピア 157
エルサルバドル 90
オーストラリア 2
オーストリア 25
オランダ 7
ガーナ 130
カーボヴェルデ 118
ガイアナ 104
カザフスタン 66
カタール 38
カナダ 8
ガボン 93
カメルーン 131
韓国 12
ガンビア 151
カンボジア 124
ギニア 156
ギニアビサウ 164
キプロス 35
ギリシャ 22
キルギス 109
グアテマラ 116
クウェート 47
グルジア 74
クロアチア 51
ケニア 128
コートジボワール 149
コスタリカ 62
コモロ 140
コロンビア 79
コンゴ共和国 126
コンゴ民主共和国 168

サウジアラビア 55
サントメ・プリンシペ 127
ザンビア 150
シエラレオネ 158
シリア 111
ジブチ 147
ジャマイカ 80
シンガポール 27
ジンバブエ 169
スーダン 154
スイス 13
スウェーデン 9
スペイン 20
スリナム 94
スリランカ 91
スロバキア 31
スロベニア 29
スワジランド 121
赤道ギニア 117
セネガル 144
セルビア 60
ソロモン諸島 123
タイ 92
タジキスタン 112
タンザニア 148
チェコ 28
チャド 163
中央アフリカ 159
中国 89
チュニジア 81
チリ 45
デンマーク　 19
トーゴ 139
ドイツ 10
ドミニカ共和国 88
トリニダード・トバゴ 59
トルクメニスタン 87
トルコ 83
トンガ 85
ナイジェリア 142
ナミビア 105
ニカラグア 115
ニジェール 167
日本 11
ニュージーランド 3
ネパール 138
ノルウェー 1
バーレーン 39
ハイチ 145
パキスタン 125
パナマ 54
バハマ 43
パプアニューギニア 137
パラグアイ 96
バルバドス 42
ハンガリー 36
バングラデシュ 129

東ティモール 120
フィジー 86
フィリピン 97
フィンランド 16
ブラジル 73
フランス 14
ブルガリア 58
ブルキナファソ 161
ブルネイ 37
ブルンジ 166
米国 4
ベトナム 113
ベナン 134
ベネズエラ 75
ベラルーシ 61
ベリーズ 78
ペルー 63
ベルギー 18
ポーランド 41
ボスニア・ヘルツェゴビナ 68
ボツワナ 98
ボリビア 95
ポルトガル 40
香港 21
ホンジュラス 106
マケドニア（旧ユーゴスラビア） 71
マダガスカル　 135
マラウイ 153
マリ 160
マルタ 33
マレーシア 57
ミクロネシア（連邦） 103
南アフリカ 110
ミャンマー 132
メキシコ 56
モーリシャス 72
モーリタニア 136
モザンビーク 165
モルディブ 107
モルドバ 99
モロッコ 114
モンゴル 100
モンテネグロ 49
ヨルダン 82
ラオス 122
ラトビア 48
リトアニア 44
リヒテンシュタイン 6
リビア 53
リベリア 162
ルーマニア 50
ルクセンブルク 24
ルワンダ 152
レソト 141
ロシア 65
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人間開発指数と構成要素
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注）
ａ　どのようにHDIを算出したかについてはテクニカルノート

1を参照。
ｂ　記載された年より以前のデータによる。
ｃ　HDIを算出するために、UNESCO(2009d)が使っている

未発表の推定値を用いた。データが未発表なのは人口が
10万人以下であることによる。

ｄ　スイスと同じ予測就学年数とした。
ｅ　IMF(2010a)によるスイスの購買力平価（PPP）米ドルに

よる1人当たりGDPの成長率に基づいた。
ｆ　GDPは国連統計部の主要国の国民会計データから、人口

はUNDESA(2009d)から、世界銀行（2010g）のスイス
の購買力平価為替率などに基づいた。

ｇ　一般的な用法に従って、本報告書のほとんどの部分では、
朝鮮民主主義人民共和国は大韓民国のデータによった。

ｈ　国家間回帰分析に基づく。
ｉ　スペインと同じ予測就学年数とした。
ｊ　IMF(2010a)によるスペインの米ドル建て購買力平価

（PPP）による1人当たりGDPの成長率に基づいた。
ｋ　GDPは国連統計部の主要国の国民会計データから、人口

はUNDESA(009d)から、世界銀行（2010g）のスペイン
の購買力平価為替率などに基づいた。

ｌ　2007年の物価
ｍ　世界銀行（2010g）調べによる米ドル単位でのGDP対

GNIの比。
ｎ　UNESCO 統計研究所（2009）

ｏ　世界銀行の国際所得分配に関するデータベースにおける世
帯調査による成人の就学年数に基づく。

ｐ　IMF(2010a)調べによる予想PPP為替レート、自国通貨単
位での1人当たりGDP、および世界銀行（2010g）調べに
よる米ドル単位でのGDP対GNIの比などに基づく。

ｑ　UNICEFの複数指標クラスター調査などに基づく。 
ｒ　UNESCO 統計研究所(2010a)調べによる初等・中等教育

を参照。
ｓ　IMF(2010a)調べによるフィジーの予想PPPにおける1人

当たりGDPの成長率に基づく。
ｔ　人口動態と保健医療調査からのデータによる。

出典）
第１列：UNDESA(2009d)、Barro and Lee(2010)、UNESCO 
統計研究所(2010a)、世界銀行（2010g）、IMF(2010a)のデ
ータから算出。
第２列：UNDESA(2009d)。
第３列：Barro and Lee(2010)。
第４列：UNESCO統計研究所(2010a)。
第５列：世界銀行（2010g）とIMF(2010a)予想の1人当たり
GDPの成長率から調べた1人当たり、1人当たりPPPのデータ
に基づく。
第６列：1人当たりGNIランクとHDIランクに基づき算出。
第７列：第2－4列のデータを基に算出。
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人間開発指数の動向　1980－2010人間開発指数の動向　1980-2010
表2
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人間開発指数の動向　1980－2010

注）
ａ　偏差を用いて計る（第2章、参照）。番号が低ければ低いほ

ど改善が進んでいる。

出典）
第１－７列：UNDESA(2009d)、Barro and Lee(2010)、 
UNESCO 統計研究所(2010a)、世界銀行（2010g）IMF(2010a) 
調べによるデータを基に算出。
第８－13列：関連する年のHDI値のデータを基に算出。
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不平等調整済み人間開発指数（IHDI）不平等調整済み人間開発指数（IHDI）
表1表3
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不平等調整済み人間開発指数（IHDI）

注）
ａ　どのように不平等調整済み人間開発指数（IHDI）を算出し

たかについてはテクニカルノート2を参照。
ｂ　ランクの変動はIHDIが算出された各々の国に基づく。
ｃ　不平等調整はUNDESAが作った生命表に基づいた。
ｄ　不平等調整はLuxembourg Income Study、Eurostat’s 

European Union Survey of Income and living 
Conditions、the World Bank’s International Income 
Distribution Database、UNICEF Multiple Indicator 
Cluster Survey、Measure DHS Demographic and 
Health Surveys 、WHO World Health Surveyといった
世帯調査からのデータを基にした。

ｅ　不平等調整はLuxembourg Income Study、Eurostat’s 
European Union Survey of Income and living 
Conditions、the World Bank’s International Income 
Distribution Database、UNICEF Multiple Indicator 
Cluster Survey、Measure DHS Demographic and 
Health Surveys 、the United Nations University 
World Institute for Development Economics 
Research’s(UNU-WIDER) World Income Inequality 
Databaseといった世帯調査からのデータを基にした。

ｆ　不平等は、1世帯当たり可処分世帯所得から推定。
ｇ　不平等は、所得のデータに基づき、欠損データは資産指数

照合法に基づき推定。（Harttgen and Klasen 2010）。

ｈ　不平等は、UNU-WIDERから得られた所得の十分位階級か
ら推定。

Ｉ　不平等は、1世帯当たりの家計可処分所得から推定。
ｊ　半数の国々以下に基づいている。
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ジェンダー不平等指数（GII）ジェンダー不平等指数（GII）
表4
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ジェンダー不平等指数（GII）
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多次元貧困指数（MPI）
表5

注）
ａ　ジェンダー不平等指数がどのように算出されるかについて

の詳細はテクニカルノート3を参照。
ｂ　出生10万人に対しての妊産婦死亡と定義。
ｃ　15－19歳の1000人の女性に対する出生者数と定義。
ｄ　記載された期間内で入手可能な最新データによる。
ｅ　産院での出産
ｆ　計算のための分母は下院のみの投票メンバーによった。
ｇ　WHOの推計。
ｈ　UNESCO統計研究所の推計。
ｉ　2008年の選挙では、1人の女性も選出されなかった。し

かし、2008年6月、2人の女性が閣僚に指名され、閣僚は
国会議員でもある。

ｊ　医師、看護師、助産婦以外の医療従事者の組織による出産
を含む。

ｋ　2008年の選挙では、1人の女性も選出されなかった。し
かし、2008年6月、1人の女性が閣僚に指名され、閣僚は
国会議員でもある。

ｌ　臨時に指名された特別職数36を含まず、全ての割合は54
の常任議席数のデータを基にしたデータで算出した。

ｍ　議会は2008年12月のクーデター直後に解散された。

出典）
第１、２列：UNICEF（2010c）、UNDESA（2009d）からの
データで算出。
第３、11列：UNICEF（2010c）
第４列：UNDESA（2009d）
第５列：IPU（2010）
第６、７列：Barro and Lee（2010）
第８、９列：ILO（2010d）
第10列：UN(2009)
第11列：WHO（2010）
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多次元貧困指数（MPI）

注）
a　多次元貧困指数の算出に関する詳細はテクニカルノート4

を参照。
b　すべての指標がすべての国で有効というわけではないの

で、国際間比較の際には注意が必要となる。データがない
場合は、それぞれの指標はトータルで100％になるように
按分した。データのない国に関する詳細は、Alkire and 
Santos（2010）を参照。

c　多様な剥奪にさらされる危険にある人たちは、10の指標の
うち2つは重複して剥奪されている人たちである。

d　剥奪にさらされている人口の割合は、少なくとも教育、健
康、生活水準で1.5の加重をかけた指標としている。詳細は、
Alkire and Santos（2010）を参照。

e　記載された期間内で入手可能な直近のデータによる。
f　国の一部のみから推計。
g　栄養に関するデータはデータ集合から入手できなかったの

で、推計は下限と解釈することとした。

出典）
第１、２列と第４－７列：さまざまな世帯調査から教育、健康、
生活水準で世帯に関する剥奪に関するデータを基に算出。
第３列：2000年 と2008年 に 行 わ れ た 様 々 な 世 帯 調 査

（Measure DHS Demographic and Health Survey, United 
Nations Children’s Fund Multiple Indicator Cluster and 
World Health Organization World Health Survey）を基に
した。
第８、９列：世界銀行（2010c）
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エンパワーメントエンパワーメント
表6
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エンパワーメント

注）
ａ　0は非民主義的、1は民主的だが選択の余地はない、2は民

主的。
ｂ　1は人権侵害がほとんどない、5はもっとも人権侵害が高い。
ｃ　指標が低ければ低いほど報道の自由が高い。

ｄ　データは2009年12月1日時点で拘置されているジャーナ
リストがいると立証。また、値が０の国は拘置されている
ジャーナリストがいない場合。

ｅ　０は地方選挙がなく、1は議会選挙はあるが、高官は指名、
2は議会も高官も地方選挙で選ばれる。

ｆ　1967年以前のイスラエルの国境によるため、ガザ地区、
ヨルダン川西岸地区の占領地域は含まれない。

ｇ　イスラエル軍によるパレスチナ占領地域での暴力行為を参
照。得点4を与えられているパレスチナ自治政府と連携す
る関係者からのヨルダン川西岸地区での暴力行為。

出典）
第１、２、７、９列：Gallup World Poll Database（2010）
第３列：Cheibub, Gandhi, and Vreeland(2010)
第４列：Gibney, Cornett, and Woods(2010)

第５列：Report Without Borders(2009)
第６列：CPJ(2009)
第８列：Beck and others(2001)
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持続可能性と脆弱性持続可能性と脆弱性
表7
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持続可能性と脆弱性

注）
ａ　微粒子排出物の被害も含む。
ｂ　石炭、石炭製品、原油、液化天然ガス、工業用原料、石油

製品、天然ガスを含む化石燃料。
ｃ　水力資源、地熱、可燃性再生可能、廃棄物、太陽光、風力、

原子力発電を含む再生可能資源。
ｄ　水による下痢、衛生、5歳以下の子どもの急性呼吸器感染、

慢性閉塞性肺疾患（30歳以上の成人）、室内での喫煙によ
る肺がん（30歳以上の成人）による死亡、さらに呼吸器
系疾患、肺がん、外気汚染による循環器疾患による死亡。

ｅ　旱魃、地震、伝染病、異常気温、洪水、昆虫の蔓延、嵐、
火山や野火などの自然災害。

ｆ　記載以外の年のデータによる。

出典）
第１列：世界銀行（2010a）
第２列：GFN（2009） 
第３、４列：１次エネルギー供給総量の算出は、IEA（2009）
のデータを基にした。

第５、６列：Boden, Marland, and Andres （2009）
第７列：UNEP-WCMC（2006）
第８列：FAO（2010a）
第９、10列：WHO and UNICEF（2010）
第11列：WHO and UNICEF（2009d）からのデータを基に

算出。
第12列：CRED-DAT（2010）and UNDESA（2009d）から
のデータを基に算出。
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人間の安全保障人間の安全保障
表8
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人間の安全保障

注）
ａ　国軍や諜報機関によって故意に軍事的目標で通常兵器を供

与する瞬間値を示している。データは実際の武器の移動を
指しているわけではなく国際間での移動をのみを示してい
るので、実際の武器の移動よりも、少なく見込まれている。

ｂ　International Displacement Monitoring Centreの推計。
さまざまな情報に基づいており、高度な不確実性を伴って
いる。

Ｃ　0は内戦なし、1は小規模な内戦（死者千人以下）、2は大
規模な内戦（死者千人以上）

ｄ　特定の期間の中で使える最も直近のデータによった。
ｅ　1974年に移動したギリシャ系とトルコ系キプロス人20万

人を含む。
ｆ　セルビアの20万7千人の国内避難民と2万人の公認された

ローマの国内避難民、さらには2万人のコソボの国内避難
民を含む。

ｇ　政府から認定された国内避難民同様、北コーカサス地区の
内外における強制移住者としてチェチェンや北オセチアか
らの国内避難民も含まれる。

ｈ　ナゴルノ・カラバフと7つの占領地域からの国内避難民も
含む。

ｉ　2008年移動した国内避難民の中にはまだ認定されていな
い人たちもいる。国際法によれば、彼らはそれまでの国内
避難民の地位のままとなっている。

ｊ　大きい値は1985年からの累積。
ｋ　政府に依頼されたHacettepe University surveyに基づい

た。 
ｌ　報告に関する統計がないため、少なく推計された。
ｍ　1967年ゴラン高原から移住した43万3千人も含まれる。
ｎ　2007年末まで、政府は国家賠償プログラムにおける国内

避難民の基準に賛同していなかった。
ｏ　紛争に誘発された移住は北西辺境州、バロチスタン、ワジ

リスタンで起こった。しかし、アクセスできないので推計
もできない。

ｐ　ケニア政府の帰還計画を考慮に入れ、2007年12月の大統
領選挙後の暴動から2008年5月までの間に17万2千人が
移住したと言われている。

ｑ　ミャンマーの東部農村地域のみ。

ｒ　ナイジェリアには信頼できる国内避難民の推計がないた
め、またこれらの数字に対しての見解の一致がない。

ｓ　都市部、あるいはカラモジャ地域における国内避難民の数
を含んでいないが、継続されている保護や援助を受けてい
る帰還者は含まれている。

ｔ　ダルフールでの270万人、Greater Khartoum areaでの
170万人、南部スーダンの39万人、東コルドファンの6万
人の国内避難民が含まれる。

Ｕ　政府によると国内避難民はすべて、新しい区域に入り込ん
でいるという持続的な解決を達成している。というのも2
万3千人が今までの国内避難民キャンプにとどまっている

Ｖ　イフルワーヌの町に帰還したと見られる、概ね4500人の
国内避難民は含まれていない。

Ｗ　民兵と国連が支援するコンゴ武装軍との間の2009年の紛
争の間は、国の東地区の国内避難民の概ねの数を含んだ。

出典）
第１、２列：SIPRI（2010a）
第３列：UNHCR（2010）
第４列：IDMC（2010）
第５列：Lacina and Gleditsh（2005）and UNDESA（2009d）
より算出。
第６列：UCDP and PRIO（2009）
第７－10列：FAO（2010a）
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個人の幸福感と福祉の認識個人の幸福感と福祉の認識
表9
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個人の幸福感と福祉の認識

注）
ａ　幸福の質問に関する詳細はthe Gullup World Poll (http:// 

www.gallup.com)参照のこと。
ｂ　特定の期間内で利用できる最新のデータによった。

出典）
１-12列：the Gullup World Poll database(2010)
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市民およびコミュニティの福祉市民およびコミュニティの福祉
表10
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市民およびコミュニティの福祉

注）
ａ　「夜１人で歩いていても安全だと感じますか」という質問

に「はい」と答えた人。
ｂ　幸福の質問に関する詳細はthe Gullup World Poll (http:// 

www.gallup.com)参照のこと。
ｃ　特定期間内で利用できる最新のデータによった。

出典）
第１、２列：UNODC(2010)
第３-10列：the Gullup World Poll database(2010)
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人口動態人口動態
表11
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人口動態

注）
ａ　都市あるいは大都市部を構成するものにより国の定義が成

されているので国際間での比較には注意が必要。

ｂ　自然出生時性比は、女性100人に対し男性105人と一般に
推計および経験上認識されている。

ｃ　台湾を含む。
Ｔ　データは、オリジナルデータソースによってもたらされた

ものの集計。

出典）
第１-５列と第８-15列：UNDESA（2009d）
第６、７列：UNDESA（2010）
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ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）
ディーセント・ワーク

（働きがいのある人間らしい仕事）
表12
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ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）

注）
ａ　無給家族労働者として従事している就業者の割合。
ｂ　特に断りのない限り、政府支給の出産休暇の日数。正規労

働者の中の女性を参照。
ｃ　特定期間内で利用できる最新のデータによった。
ｄ　雇用主のデータは含まれていない。
ｅ　政府や雇用主から払われる給付金。
ｆ　雇用主から払われる給付金。

出典）
第１-９列：ILO（2010d）
第10列：UNICEF（2010c）
第11列：World Bank（2010f）
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教育教育
表13
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教育

注）
ａ　特定期間内で入手可能な最新データによる。
ｂ　記載されたものより前のデータによった。
ｃ　UNESCO統計研究所（2010a）

出典）
第１列と第３－11列：UNESCO Institute for Statistics

（2010a）
第２列：Barron and Lee（2010）
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保健
表14
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保健
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保健

注）
ａ　記載された期間内で入手可能な最新データによる。
ｂ　記載されたものより前のデータによった。
ｃ　公共部門のみ。

出典）
第１-５列と第11、12列：WHO（2010）
第６-８列：UNICEF（2010c）
第９、10列：UNDESA（2009d）
第13列：WHO（2008）
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地方政府・行政が活動しやすい環境：
資金の流れと関与

表15
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地方政府・行政が活動しやすい環境：資金の流れと関与

注）
ａ　保健、教育、水、衛生、政府、市民社会、などを含む社会

的基盤およびサービスについての援助配分のデータは、受
け取ったすべての政府開発援助（ODA）の割合として示
される。基金の配分の違いは国によって生じる。

ｂ　特定期間内で利用できる最新のデータによった。

ｃ　1970年から先進国はGNIの0.7％をODAに当てると表明
した。括弧内の値は、提供国によって払われたODAによる。

ｄ　記載されたものより前のデータによった。
ｅ　2007年による。

出典）
第１列：UNESCO統計研究所（2010a）
第２、３列と第５-８列、第12、13列：世界銀行（2010g）
第４列：PIPRI(2010b)
第９-11列：OECD-DAC（2010a）
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235統計別表

情報とコミュニケーション技術を
利用する機会

表17

注）
ａ　記載された期間内で入手可能な最新データによった。

出典）
第１-３列と第６-８列：World Bank（2010g）
第４列：World Bank（2010g）とIMF（2010a）のデータか
ら算出。
第５列：World Bank（2010g）の消費者物価指数から算出。
第９列：IEA（2009） に よ る 電 気 の な い 人 口 の デ ー タ と
UNESCO(2009d)の人口に関するデータから算出。
第10－12列：UNESCO統計研究所（2010b）
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情報とコミュニケーション技術を利用する機会

注）
ａ　デジタル回線、ケーブルモデム、ブロードバンドへの加入

者数は100人当たりの数字を表す。
ｂ　記載された期間内で入手可能な最新データによった。
ｃ　市外通話は無料。

出典）
第１列：世界銀行（2010c）による携帯電話加入者と固定電
話回線に関するデータを基に算出。
第２、５列：世界銀行（2010c）による携帯電話加入者と固
定電話回線に関するデータ、さらにUNDESA（2010c）から
の人口に関するデータを基に算出。
第３列と第６-10列：国際電気通信連合（2009）
第４列：世界銀行（2010c）
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人間開発指数の算出―その図式化

不平等調整済み
人間開発指数（IHDI）

知識

就学予測年数平均就学年数

教育指数平均余命指数

人間開発指数（HDI）

出生時平均余命

GNI指数

１人当たりGNI
（米ドル建て購買力平価）

次元

指標

次元指数

長寿で健康な生活 人間らしい生活水準人間開発指数（HDI）

知識長寿で健康な生活 人間らしい生活水準

就学予測年数平均就学年数

教育指数平均余命指数

不平等調整済み人間開発指数（IHDI）

出生時平均余命

所得／消費

１人当たりGNI
（米ドル建て購買力平価）

保険 教育

就学者数 トイレ就学年数

就学率貧困の強度

多次元貧困指数（MPI）

炊事用燃料

生活水準

栄養 子どもの死亡 水 電気 床 資産

次元

指標

貧困指数

多次元貧困指数（MPI）

次元

指標

次元指数

保険 エンパワーメント
国会議席の
男女比率

中等教育修了の
男女人口

男女労働力
参加率

女性労働
市場指数

労働市場
妊産婦
死亡率

15-19歳の
女性1,000人
当たりの
出生率

次元

指標

ジェンダー
不平等指数（GII）

ジェンダー不平等指数（GII）

女性エンパワーメント指数

女性ジェンダー指数 男性ジェンダー指数

男性労働
市場指数

男性エンパワーメント指数女性リプロダクティブ
ヘルス指数

次元指数

不平等調整済み
教育指数

不平等調整済み
平均余命指数

不平等調整済み
所得指数

不平等
調整済み
指数

テクニカルノート
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　人間開発指数（HDI）は人間開発の要約指
標であり、人間開発の3つの基本次元―長寿
で健康な生活、知識へのアクセス、人間らし
い生活水準―における各国の平均達成度を
測る。HDIは、各次元における達成度を測る
標準化指数の幾何平均である。

データ源
●�出生時平均余命：UNDESA （2009d）
●�平均就学年数：Barro and Lee （2010）
●就学予測年数：UNESCO Institute for 
Statistics （2010a）
●1人当たり国民総所得（GNI）：World Bank 
（2010g） and IMF （2010a）

次元指数の創出

　最初のステップは各次元の副次指標の創出
である。指標を0～ 1の指数に転換するには、
最小限の値と最大限の値（ゴールポスト）を
特定する必要がある。指数化には幾何平均が
用いられるため、国別あるいは時期別の比較
において、最大限の値が相対比較（パーセン
テージでの）に影響を及ぼすことはない。最
大限の値は、特定期間―本報告書では1980
～ 2010年―の各国の指数に認められた最高
値に従う。最小限の値は比較に影響を及ぼす
ため、生存に必要な最低限の水準を表す値、
すなわち「事実上」のゼロと見なされうる値
が用いられる。したがって進歩は、社会が生
存に必要とする最低限の水準に対して測られ
る。最低限の値は平均余命が20年、教育は両
指数とも0年、1人当たり国民総所得は163ドル
と設定される。平均余命の最低値は、
Maddison （2010） および Riley （2005） に基づ

く。1 社会は正式な教育がなくとも存続しうる
ため、0という値を用いることができる。所得
の基礎水準は生存するうえで必要である。163
ドルという数値は、記録に残るなかでの史上
最低水準（2008年のジンバブエ）である。1日
当たりでは45セントにも満たず、世界銀行が
貧困ラインとする1ドル25セントの3分の1強に
すぎない。

最低値と最高値を特定したうえで、副次指数
が以下のように算出される。

次元指数＝ 実際値 － 最低値
最高値 － 最低値

・ ⑴

教育に関しては、「数式1」が2つの副次指数の
それぞれに適用され、算出された指数の幾何
平均が計算される。そして最後に、その幾何
平均に再び「数式1」が適用される。最低値を
0とし、最高値は当該期間の指数の幾何平均の
最大値となる。これは、2つの副次指標の幾何
平均に「数式1」を直接あてはめた場合と同じ
結果となる。2つの次元指数は、それぞれの次
元における能力を表すものであるため、所得
から能力への変換関数は凹関数となるはずで
ある（Anand and Sen 2000c）。したがって所
得に関しては、最低値と最高値の自然対数が
用いられる。

副次指数を集成して人間開発指数を算出する

HDIは3つの次元指数の幾何平均である。
    （ILife 1/3 . IEducation 1/3 . IIncome 1/3）.� ⑵

「図式2」は、HDIの各次元間の不完全な代替
性を表している。したがってこれは、線形集
約式―各次元間の完全な代替性を前提とす
る―に対する最も重大な批判の1つに応える
ものである。構成要素の指数値の増加ととも
に値が高まる指数の場合、何らかの代替性は
例外なくその定義に内在する。

平均余命指数＝ 73.5－20
83.2－20 ＝ 0.847

平均就学年数指数＝ 7.5－0
13.2－0 ＝ 0.568

就学予測年数指数＝ 11.4－0
20.6－0 ＝ 0.553

教育指数＝  0.568・0.553－0
0.951－0 ＝ 0.589

所得指数＝ ln（7,263）－ln（163）
ln（108,211）－ln（163）＝ 0.584

人間開発指数＝ 3     0.847・0.589・0.584＝ 0.663

人間開発指数の方法論的改良の 
総体的影響
　新たな指標および関数式の導入によるHDI
の方法論的改良は、結果にかなりの変化を生
み出した（図T1.1参照）。幾何平均の採用によ
って指数値は下がった。最も変化が大きかっ
たのは、各次元の開発が不均等な状態にある
諸国である。HDIランクに対しては、幾何平

均は小幅の影響しか及ぼしていない。実際値
の最高を最大値に設定したことによる影響は、
総合指数値に対してはさらに小幅、ランクに
対してはなおさらに小幅にとどまっている。

本報告書における歴史的動向の分析
　第2章と3章における歴史的動向の分析には、
別形式のHDIであるハイブリッドHDIが用いら
れている。ハイブリッドHDIは、より広範な長
期分析を可能化するために、過去の人間開発
報告書（1995年以降）において用いられた一
連の指標とデータに新たなHDIと同一の集約
式をあてはめたものである。欠損値の補填に
あたっては、それ以前および以後の数値が存
在する場合、線形補間法を用いた。総就学率
に関しては、当該期間全体のデータが揃わな
い場合、入手できる最も新しい年の数値ある
いは最も古い年の数値を用いて推算した（そ
れぞれ順予測と逆順予測）。この分析結果の感
度分析からは、代替の補間手法と同等の妥当
性が示されている。このデータ構築の詳細に
ついては Gidwitz and Others （2010）を参照
されたい。
　第2章と3章における分析はまた、ハイブリ
ッドHDIにおける長期的変化の比較評価の基

テクニカルノート1　人間開発指数の算出 図T1.1 2010年の人間開発指数
―新旧の方法論
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出典：人間開発報告書のデータベースを用いて人間開発報告室が算出

次元 確認された最大値 最小値
平均余命 83.2

（日本，2010）
20.0

平均就学年数 13.2
（米国，2000）

0

就学予測年数 20.6
（オーストラリア，2002）

0

複合教育指数 0.951
（ニュージーランド，2010）

0

１人当たり所得
（米ドル建て購買力平価）

108,211
（アラブ首長国連邦，1980）

163
（ジンバブエ，2008）

本報告書における人間開発指数の最小限の値と最大の値

例：中国
指数 値
出産時平均余命（年） 73.5
平均就学年数（年） 7.5
就学予測年数（年） 11.4
１人当たりGNI（米ドル建て購買力平価） 7,263
注：数値は四捨五入後のもの
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表2」は、1980 ～ 2010年のHDIの偏差におけ
る国別ランクをまとめたものである。連続共変
の分数多項式関数に基づく回帰モデルの説明
については、Royston and Altman （1994）を
参照されたい。

不平等調整済み人間開発指数の算出

IHDIの算出は3段階のステップによる。

ステップ1　根底にある分布における不平等の
測定
　IHDIはAtkinson（1970）の不平等指標系に
基づき、ε＝1の回避パラメータを設定する。2�
この場合、不平等指数はA=1-ｇ/µとなる。g
は幾何平均、µは分布の算術平均であり、次
の数式で表すことができる。

　　　　Ax＝ 1－
n     X1 … Xn

X
 ⑴

｛X１，…，Xn｝は対象とする次元における分布
を表し、Axはそれぞれの変数（世帯調査およ
び生命表3 から得られる平均余命、就学年数、
1人当たり可処分所得または消費）に対して得
られる。

「数式1」の幾何平均は0とはなりえない。平均
就学年数における不平等の算出に際しては、
妥当性をもつ統計上の数値に1がプラスされ
る。1人当たり所得のアウトライアー（平均分
布から外れた数値）に関しては、きわめて高
い所得の影響を排除するために分布の上位0.5
％にある数値を切り捨てるとともに、ゼロまた
はマイナスの所得を、プラスの所得だけで見
た下位0.5％の最低値に置き換える。
　HDI指標の分布における不平等の測定の詳
細については、Alkire and Foster（2010）を
参照されたい。

ステップ2　不平等算出のための次元指数の調
整
　次元における平均達成度Xは、不平等算出
のために次のように調整される。

X * ＝ X（1－Ax）＝
n     X1 … Xn  .

このような形で、分布の幾何平均であるX *は、
分布における不平等の度合いに従って平均値
を引き下げる。これにより分布の下位部分が
強調されることになる。
　不平等調整済み次元指数 IIxは、HDIの各次
元指標 Ixに（1－Ax）を乗じることで得られる。
Axは該当するアトキンソン係数である。

IIx＝（1－Ax）・Ix．

不平等調整済み所得指数 I *IIncomeは、対数変換
前の国民総所得（GNI）指数 I *Incomeである。こ
れによりIHDIは、所得不平等の影響を完全に
反映できるようになる。

ステップ3　不平等調整済み人間開発指数の算
出
　IHDIは、不平等調整を加えた3つの次元指
数の幾何平均である。まず最初に、対数変換
前の所得指数を含むIHDI（IHDI*）が算出さ
れる。

IHDI * ＝  3     IILife・IIEducation・I*IIncome
＝

 3    （1－ALife）・ILife・（1－AEducation）・IEducation・（1－AIncome）・I*Incom・

　次に、対数変換前の所得指数に基づくHDI
（HDI*）が算出される。これは、すべての達成
が平等に分布している場合にIHDI*が取るこ
とになる値である。

HDI * ＝  3    ILife・IEducation・I*Incom・

各次元での不平等によるHDI*の損失パーセン
テージは、次のように算出される。

準として偏差も用いている。これは、当初の
HDI水準が同程度であった国々の平均的進歩
と比較して、各国の進歩を評価する手法であ
る。その数値は、当初のHDI値の対数に基づ
くHDI年間上昇率（パーセンテージ）の二次
分数多項回帰の残差として算出される。「統計

　不平等調整済み人間開発指数（IHDI）は、
各次元の分布における国民間の不平等を考慮
して人間開発指数（HDI）に調整を加えるもの
である。この考え方は、Atkinson（1970）の不
平等指標系をふまえて Foster, Lopez-Calva, 
and Szekely（2005）が提案した分配感応的合
成指数類に基づいている。IHDIは幾何平均の
幾何平均として算出され、各次元における国
民間の分布状態について個別に計算される（詳
細は Alkire and Foster を参照）。IHDIは、各
次元の平均値をそれぞれの不平等度に従って
「割り引いた」HDIである。国民の間に不平等
が存在しなければIHDIはHDIと等しくなるが、
不平等度が高まるとともにHDIより下がってい
く。この意味において、IHDIは実際の人間開
発水準である（不平等度を反映した）。これに
対しHDIは、不平等が存在しない場合に達成
されうる「潜在的」な人間開発（つまり最大
限のHDI水準）の指標と見なされうる。不平
等による潜在的人間開発の「損失」はHDIと
IHDIの格差によって示され、パーセンテージ
で表されうる。

データ源
　HDIは所得など国家レベルの総合統計に基
づくため、HIDIは各次元における分布の把握
に代替のデータ源を利用しなければならない。
それぞれの分布は別個の単位による―所得

と就学年数は個人間、平均余命は各年齢層に
わたって分布する。入手できる分布データは
必ずしも同一の個人や世帯を対象としたもの
ではない。
　HDIの各次元の分布における不平等は、以
下のように推計される。
●平均余命は、UNDESA（2009d）の縮約版
生命表のデータによる。その年齢区分は0～1、
1～ 5、5～ 10……85+となっており、各年齢
層の死亡率と平均死亡年齢が記載されている。
●就学年数と世帯所得（または消費）は、国
際的なデータベースで整合化されている世帯
調査データによる。具体的にはルクセンブル
ク所得研究、ユーロスタット（EU統計局）の
所得・生活条件に関するEU統計、世界銀行の
国際所得分布データベース、国連児童基金の
複数指標クラスター調査、米国国際開発局の
人口保健調査、世界保健機関の世界保健調査、
国連大学の世界所得不平等データベースであ
る。
●生活水準の次元における不平等は、1人当た
り可処分世帯所得、1人当たり世帯消費または
所得のデータに基づき、欠損データは資産指
数照合法に基づき代入される（Harttgen and 
Klasen 2010）。
不平等の推計に用いられるデータ源の完全詳
細はKovacevic（2010a）を参照されたい。

テクニカルノート2　不平等調整済み人間開発指数の算出
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等による人間開発の損失を示す。その値域は0
～ 1で、0は女性と男性が平等な状態にあるこ
と、1は女性が全次元において最大限に劣る状
態にあることを表す。
　GIIは、Seth （2009） が示した関連性感度を
もつ不平等測定を用いて算出される。GIIは一

　ジェンダー不平等指数（GII）は、妥当な質
のデータが得られることを条件にできる限り多
くの国に関して、リプロダクティブ・ヘルス、
エンパワーメント、労働市場といった3つの次
元における女性の不利を映し出す。この指数
は、これら次元における男女の達成度の不平

のことによって多数の国の推計が可能となる。
　IHDIは不平等による人間開発の損失に関す
るものであるが、各次元における不平等の測
定には必然的に機会や選択、状況による不公
正・不平等が含まれる。IHDIは、これらを識
別すべきか否かをめぐる倫理的問題や政策に
関わる問題には対応していない（中南米にお
ける適用に関して、Roemer1998および World 
Bank 2005b を参照されたい）。
　IHDIの最大の短所は関連性感度をもたない
ことであり、したがって不平等の重なりは捉え
ない。関連性感度をもたせるためには、個々
人に関する全データを単一の調査から得る必
要があるが、現時点においてそれは可能でない。

Loss＝ 1－ IHDI *
HDI *

 ＝1－ 3   （1－ALife）・（1－AEducation）・（1－AIncom）・

　所得分布の不平等による損失パーセンテー
ジは、平均所得およびその対数に関しても同
一であるとの仮定の上に、IHDIは次のように
算出される。

IHDI＝ ( IHDI *
HDI * )・HDI

これは次の数式と等しい。

IHDI＝3   （1－ALife）・（1－AEducation）・（1－AIncome）・HDI.

方法論と限界に関する注記

　IHDIは、副集団の一貫性を満たす指数に基
づいている。これにより、社会のある特定集
団内の人間開発の分布（その他の集団におけ
る人間開発の一貫性は保たれる）における向
上または悪化が、人間開発の総合指標の変化
に反映されることになる。また、この指数は経
路独立性も備えている。すなわち個人、集団、
各次元のデータがどのような順序で集成され
ても結果は同一となる。したがって、特定の
順序や単一のデータ源に頼る必要がない。こ

テクニカルノート3　ジェンダー不平等指数の算出

般化平均の一般化平均に基づく―最初の集
成は各次元の幾何平均であり、これらは男女
別に算出される。そして次に、調和平均を用
いてそれらが集成される。

データ源
●妊産婦死亡率（MMR）：United Nations 
Children's Fund（2010ｃ）
●思春期出生率（AFR）：United Nations 
Department of Economic and Social Affairs 
（2009d）
●国会議席の男女比率（PR）：Inter-parlia�
mentary Union's Parline database （2010）
●中等教育以上の履修（SE）：Barro and Lee 
（2010）
●労働市場参加率（LFPR）：International 
Labour Organization （2010d）

ジェンダー不平等指数の算出

　GIIの算出は5段階のステップによる。

ステップ1　ゼロおよび極端な数値の扱い
　妊産婦死亡率は10（最小値）と1000（最大値）
で左右対称に切り落とされる。1000という最
大値は、妊産婦死亡率が1000を超える国々は
妊産婦の健康の環境・支援づくりの能力に差
がないという標準的な仮定に基づく。同様に、
出生10万当たりの死亡数が1～ 10人の国々も
実質的に同水準にあると見なされる。
　国会の女性議員比率を0％と報告している
国々は、0.1％として扱われる。幾何平均に0の
値を用いることはできず、またこのような国々
にも何らかの種類の女性の政治的影響力が存
在するからである。

ステップ2　幾何平均を用いてジェンダー集団
別に各次元を集成する
　幾何平均を用いてジェンダー集団別に各次
元を集成することは、GIIに関連性感度をもた
せることを意味する（Seth 2009 を参照）。
　成人および未成年女性に関して、数式は次
のようになる。

GF＝
 3  1

MMR・
1

AFR
1/2

・（PRF・SEF）1/2・LFPRF,

　成人および未成年男性に関して、数式は次
のようになる。

GM＝
3 

 1・（PRM・SEM）1/2・LFPRM・

ステップ3　調和平均を用いて両ジェンダー集
団を集成する
　同等の分布をもつジェンダー指数を出すた
めに、女性と男性の指数を調和平均によって
集成する。

HARM（GF , GM）＝［ (GF)－1＋(GM)－1

2 ］－1

・

　集団内の幾何平均の調和平均を用いること
により、女性と男性の不平等が捉えられ、各
次元間の関連性による調整が加えられる。

ステップ4　それぞれの指標の算術平均の幾何
平均を算出する
　不平等算出の参照標準は、女性と男性の指
数を同等の重みで集成する（つまり両ジェン
ダーを同等に扱う）ことによって得られる。そ
して次に、各次元の指標を集成する。

GF,M＝
3 

 Health・Empowerment・LFPR

where Health＝   1
MMR・

1
AFR＋1  /2,

例：スロバキア

指標 次元指数 不平等
指数（A1)

不平等調整
済み指数

平均余命 78.8 0.930 0.043 （1⊖0.043）・
0.930=0.890

平均就学年数 9  0.682
就学予測年数 16.7 0.811 
教育指数 0.782 0.040 （1⊖0.040）・

0.782=0.751
GNIの
自然対数

10.16 0.780

GNI 25,857 0.238 0.122 （1⊖0.122）・
0.238=0.209

人間開発指数 不平等調整済み
人間開発指数

損失
割合

対数変換
前の所得
によるHDI

3   0.930・0.782・0.238
＝0.557

3   0.890・0.751・0.209
＝0.519

1−0.519/0.557
＝0.068

HDI 3   0.930・0.782・0.780
＝0.828

（0.519/0.557）・0.828
＝0.772

注：数値は四捨五入後のもの
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方法論

対象とする個人の各々について、その世帯の
欠乏の状態を10の構成指標ごとにスケール評
価する（d）。スケールは10を合計の最大値とし、
3つの次元は同等に重み付けられる（したがっ
て各次元の最大値は3となる）。保健と教育は
それぞれ2つの指標があるので、各指標の重み
は5/3（1.67）となる。生活水準には6つの指標
があり、各指標の重みは5/9（0.56）となる。
　保健に関する判別基準は、少なくとも家族

　多次元貧困指数（MPI）は、個人レベルで
の保健、教育、生活水準における多重の欠乏
を捉える。世帯調査から得られるミクロ的デ
ータを用いるが、調整済み人間開発指数とは
異なり、指数を構成するすべての指標は同一
の調査によるものである必要がある。
　世帯として直面している欠乏の数によって、
その家族が貧困状態にあるか否かが判別され
る。そしてこのようなデータが、国家の貧困指
数へ集成される。

れなければならない。

ステップ5　ジェンダー不平等指数の算出
　同等の重みで算出されたジェンダー指数を
参照標準と比較することにより、GIIが出る。

1－ Harm（GF ,GM）
G F,  M

.

GF , M　0.546＝ 3  0.505・0.431・0.746

GII　1－0.201/0.546＝0.632.

Empowerment＝（ PRF・SEF＋ PRM・SEM）/2 and

LFPR＝ LFPRF＋LFPRM
2 .

Healthは女性と男性について呼応する指標の
平均ではなく、リプロダクティブ・ヘルスの各
指標に確立されたより少ない妊産婦死亡およ
び思春期妊娠という基準の半位として解釈さ

上述の数式を順に用いてGIIが得られる―

GF　0.115＝ 3    （ 1
100・

1
75.6）・ 0.094・0.488・0.640

GM　0.820＝
3
 1・ 0.906・0.463・0.852

Harm（GF ,GM）　0.201＝［ 1
2（ 1

0.115＋
1

0.820）］－1

テクニカルノート4　多次元貧困指数の算出

A＝
∑ 1

q
c

qd

　cは貧しい人々が直面している欠乏の総数、
dは構成指標の総数（この場合は10）である。

の1人が栄養不良状態にあること、1人または
それ以上の子どもが死亡していることである。
教育に関する判別基準は、5年の学校教育を修
了した家族がいないこと、就学していない学
齢期児童（8年生まで）が少なくとも1人いる
ことである。生活水準の判別基準は、電気が
ないこと、安全な飲み水へのアクセスがない
こと、十分な衛生設備がないこと、「不潔」な
炊事用燃料（家畜糞、薪、炭）を使っている
こと、土間の家に住んでいること、乗用車やト
ラックなどの自動車をもたず、かつ次の資産の
うち1つしか所有していないこと―自転車、
オートバイ、ラジオ、冷蔵庫、電話、テレビ
―である。
　多次元貧困を見分けるために、各世帯の欠
乏スコアの合計から世帯欠乏度 cが算出され
る。貧困と非貧困を識別する閾値は3、すなわ
ち全指標の3分の1である。4 cが3以上の世帯（そ
の家族全員）が多次元貧困となる。またcが2
～ 3の間にある世帯は、多次元貧困の危険に
直面していると見なされる。
　MPIは2つの指標から導き出される。多次元
貧困人口比率と貧困の強度（すなわち範囲）
である。
　多次元貧困人口比率Hは、多次元貧困にあ
る人々が人口全体に占める割合である。

H＝
q
n

　qは多次元貧困にある人々の数、nは総人口
である。

　の強度Aは、重み付けされた構成指標dの割
合、すなわち貧しい人々が直面している欠乏
の平均数である。貧困世帯のみを対象に欠乏
スコアの合計を算出し、それを指標の総数と
貧困人口の総数で割る。

世帯「1」における欠乏の重み付けされた合計
数。

1・5
3 ＋ 1・5

9 ＝2.22

人口比率

（H）＝ 7＋5＋4
4＋7＋5＋4 ＝0.80

（全体の80％の人々が貧困世帯に暮らす）

リプロダクティブ・ヘルス エンパワーメント 労働市場
妊産婦死亡率 思春期出生率 国会議席比率 中等教育以上の履修 労働市場参加率

女性 110 75.6 0.094 0.488 0.640
男性 na na 0.906 0.463 0.852

（F＋M）/2 （ 　（1/110）・（1/75.6）＋1）/2＝0.50 （ 0.094・0.488＋  0.906・0.463）/2＝0.431 （0.640＋0.852）/2＝0.746
naは該当しないことを示す。

例：ブラジル

仮想データを用いた例
世帯

指数 1 2 3 4 重み
世帯規模 4 7 5 4

保険
栄養不良の家族が１人以上 0 0 1 0 5/3＝1.67
1人以上の子どもが死亡した 1 1 0 1 5/3＝1.67

教育
5年以上の学校教育を
修了した家族がいない 0 1 0 1 5/3＝1.67

就学していない学齢期児童
が1人以上いる 0 1 0 0 5/3＝1.67

生活水準
電気がない 0 1 1 1 5/9＝0.56
清潔な飲み水へのアクセス
がない 0 0 1 0 5/9＝0.56

十分な衛生設備がない 0 1 1 0 5/9＝0.56
土間の家に住んでいる 0 0 0 0 5/9＝0.56

「不潔」な炊事用燃料（家畜
糞、薪、炭）を使っている 1 1 1 1 5/9＝0.56

自動車もなく、かつ自転車、
オートバイ、ラジオ、冷蔵庫、
電話、テレビのうち1つしか
所有していない

0 1 0 1 5/9＝0.56

結果
重み付けされた欠乏の総数c

（重みを乗じた欠乏の合計数）2.22 7.22 3.89 5.00

貧困世帯に該当するか否か
（c＞3） No Yes Yes Yes

注：1はその指標における欠乏に該当すること、0は該当しないことを示す。
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貧困の強度

（A）＝（7.22・7）＋（3.89・5）＋（5.00・4）
（7＋5＋4）・10 ＝0.56

（貧困人口は平均的に、重み付けされた指標の
56％に相当する欠乏のなかにある）

MPI＝H・A＝ 0.450

　つまるところ基本的な直観的洞察として、
MPIは欠乏の強度による調整を加えた多次元
貧困人口比率を表すものである。

1　�一部の危機状況（ルワンダにおけるジェノサイドのような）による数値の低下も生
じているが、明らかにこれは一過性のものである。

2　�不平等回避パラメータは、低水準の達成が過大な重みをもち、高水準の達成が過
小な重みをもつ度合いに対応する。

3　Aは調査の重みを用いて調査データから推計される。

　　Âx＝1－X1
w1 …Xn

wn

∑1
n wi Xi

, where  ∑1
nwi＝ 1. 

４　�正しくは3.33であるが、重み付けの構造から3を識別の閾値としても結果は変わら
ない。

注記
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調整済み純貯蓄　人的資本への投
資、天然資源の減耗、汚染による
損害を考慮した一国における貯蓄
率で、国民総所得（GNI）比のパ
ーセンテージで表される。マイナ
ス値の調整済み純貯蓄は、全体の
富が減少しており、経済が持続不
可能な道筋にあることを示唆する。

医療従事者の介助付き出産　周産
期の女性に必要なケアを与える訓
練を受けた医療従事者（医師、看
護士、助産師など）を伴った出産
のパーセンテージ。伝統的な出産
介助者は訓練の有無にかかわらず
含まれない。

内戦による死亡率　内戦による年
間死亡者数を人口100万人当たり
で示したもの。複数の内戦をかか
える国の場合は、戦闘死亡者数の
最も信頼できる推計が用いられる。

内戦強度　内戦の強度の水準を示
すスコア。0は紛争が存在しない
こと、1は年間死亡者数1000人未
満、2は年間死亡者数1000人以上
の大規模な内戦であることを示す。

消費者物価指数　家計が購入する
基本的なモノとサービスをまとめ
た平均物価。対象品目は国によっ
て異なり、固定されている場合や
特定の周期で見直されている場合
がある。消費者物価指数の変動は

金銭の実質価値（購買力）の変化
を示す。

避妊普及率　（すべての方法を含
む）生殖年齢（15 ～ 49歳）に該当
する女性のうち、近代的方法であ
れ伝統的方法であれ、何らかの避
妊法を用いている人（パートナー
が用いている場合も含む）のパー
センテージ。

債務返済に対する公的支出　期間
1年以上の長期債務に対する外貨、
モノ、サービスによる元本返済お
よび利払い、短期債務に対する利
払い、国際通貨基金（IMF）に対
する債務返済の総額で、GNI比の
パーセンテージで表される。

荒廃した土地に暮らす人々　激し
くあるいはきわめて激しく荒廃し
た土地に暮らす人々のパーセンテ
ージ。土地の荒廃は次の4つの生
態系の側面に関係する。バイオマ
ス、土壌の健全性、水の量、生物
多様性。激しい荒廃とは、生物機
能の大部分が破壊され、土地が耕
作可能な状態に戻れなくなった状
態。さらに、きわめて激しい荒廃
になると、生物機能が完全に破壊
されて土地が回復不可能となった
状態を指す。

民主的な分権化　世界 銀 行の
Database of Political Institutions 

所収のスコアで、国家の最下層レ
ベル（市レベル）における立法・
行政に関する選挙の有無を基準と
する。スコアの値域は0（選挙なし）
から2（議員も首長も公選）。

依存率　労働年齢人口（15-64歳）
に対する0 〜 14歳の層と65歳以上
の人口比率で、15 〜 64歳100人当
たりの数で表される。

消費のエコロジカル・フットプリ
ント　一国が消費している資源に
関して、その生産および排出物の
吸収に必要な生物的生産力をもつ
陸海域の大きさ。国民1人当たり
の所要面積としてヘクタールで表
される。

総就学率　年齢は問わず各教育レ
ベルの総就学者数を、その教育レ
ベルにおける公式学齢期人口のパ
ーセンテージで表したもの。

純就学率　各教育レベルにおい
て、公式に教育を受ける学齢期に
ある総就学者数を、同じ年齢集団
の総人口のパーセンテージで表し
たもの。

就学予測年数　現時点の年齢別就
学率のパターンが当該期間を通じ
て続くものとして、入学年齢にあ
る子どもに見込まれうる就学年数。

統計用語の定義
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ては「テクニカルノート1」を参照。

ハイブリッド人間開発指数　HDI
と同一の関数式を用いるが、教育
指標を識字率と総就学率、所得指
標を1人当たりGDPとする。本報
告書第2章と3章の長期動向分析に
おいては、この指数が用いられて
いる。

不平等調整済み人間開発指数　人
間開発の3つの基本次元における
不平等を考慮した人間開発指数の
値。指数の算出方法に関しては「テ
クニカルノート2」を参照。

人権侵害　世界銀行のDatabase 
of Political Institutions 所収の人
権侵害を測るスコア（政治的恐怖
指数の名称が用いられている）。
Gibney, Cornett, and Wood（2010）
によって分類されているように、
国家権力による殺人、拷問、行方
不明、政治的投獄を基準とし、ス
コアは範囲（類型）、強度（頻度）、
暴力の拡散度合いに関する専門家
の評点に基づく。

所得貧困ライン以下の人口　特定
された貧困ライン（PPPによる1日
1.25ドル、各国の貧困ライン）未
満で暮らす人口のパーセンテー
ジ。各国の貧困ラインは、政府当
局が国情に即すると見なした貧困
ライン。国家推計は、世帯調査の
データをもとに人口で重み付けさ
れた副集団の推計による。

労働力参加率　労働年齢人口（15
〜 64歳）のうち、就労または積極
的な求職によって労働市場に積極
関与している人々のパーセンテー
ジ。

出生時余命　現在時点における年
齢別死亡率のパターンが終生にわ
たって続くものとして、新生児に
見込まれうる寿命年数。

総合生活満足度　ギャラップ世界
調査で、人生に対する満足度を問
う質問項目への回答に基づくスコ
ア。

成人識字率　自分の日常生活に関
する簡略な文章を読み書きする能
力をもつ15歳以上の人々のパーセ
ンテージ。

平均就学年数　25歳以上の人々が
受けた学校教育の平均年数。各教
育レベルの理論的な修得期間に基
づき、人口の教育修了レベルが就
学年数に換算される。

軍事への公的支出　国防省、兵員
の募集・訓練に関わる省庁、軍の
物資・装備の構築・調達に関わる
省庁の支出総額をGDP比のパーセ
ンテージで表したもの。

成人死亡率　15歳の人が60歳以前
に死亡する確率を1000人当たりの
数で表したもの。

乳児死亡率　出生から満1歳にな

るまでに死亡する確率を1000人当
たりの数で表したもの。

5歳未満の死亡率　現在時点の年
齢別死亡率があてはまるものとし
て、新生児が5歳になる前に死亡
する確率を1000人当たりの数で表
したもの。

妊産婦死亡率　出生10万当たりの
母親の死亡者数。妊娠期間の長さ
や場所を問わず、妊娠自体あるい
はそのケアに関連する原因、また
はそれによる悪化が原因となって、
妊娠中および妊娠終了後42日以内
に死亡した場合と定義される。事
故や偶発的な原因による死亡は含
まれない。

人口多次元貧困　多次元貧困指数
を構成する10の指標のうち、少な
くとも3つにおいて欠乏状態にある
人口のパーセンテージ。

多次元貧困指数　欠乏の強度を考
慮した多次元貧困にある人口の割
合。

多次元貧困　欠乏の強度　多次元
貧困にある人々が直面している欠
乏の平均パーセンテージ。

否定的体験指数　ギャラップ世界
調査で、回答前日に身体的苦痛、
悩み、悲しみ、ストレス、抑鬱、
怒りなどの否定的な感情を体験し
たと答えた回答者のパーセンテー
ジを表す指数。「はい」を1、「い

15 〜 19歳の女性の出生率　15
〜 19歳の女性による出産を、同齢
期の女性1000人当たりの数で表し
たもの。

合計出生率　女性が出産期年齢の
終わりまで生き続け、現時点での
年齢別出生率に即して子どもを産
むとした場合に、女性1人につき
生まれてくる子どもの数。

食料欠乏の強度　栄養不良の人々
の不足数の平均値（キロカロリー）
を、1日に最低限必要な食物エネ
ルギー摂取量に対するパーセンテ
ージで表したもの。数値が低いほ
うが食料欠乏の強度は低い。

外国直接投資の純流入　投資家の
本国以外で活動する企業の永続的
な経営権獲得（議決権付き株式の
10％以上）を目的になされる投資
の純流入量。株式資本、利益の再
投資、その他の長期資本および短
期資本の合計で、GDP比のパーセ
ンテージで表される。

正規雇用　賃金・給与労働者と雇
用者を指し、総雇用に対するパー
センテージで表される。

国内総生産（GDP）　国内に居住
するすべての生産者による付加価
値と、生産物の価格に含まれない
すべての物品税（補助金は差し引
く）の合計。耐久資本財の減価償
却、天然資源の減耗または劣化を
控除せずに算出される。付加価値

とは、産業全体の総生産から、介
在した投入を差し引いた純生産。
米ドルで表される場合は、国際通
貨基金（IMF）の報告による公式
平均為替レートを用いて換算され
る。公式レートが、外貨と産物の
貿易取引に用いられている実勢レ
ートから例外的に大きく乖離して
いると判断される場合は、代替の
換算方式が適用される。米ドル建
ての購買力平価（PPP）で表され
る場合は、PPPレートを用いた国
際ドル価に換算される。国際ドル
は、米ドルが米国内でGDPに対し
てもつ購買力と等価。

1人当たりGDP　米ドル建ての
GDPを年央時点の人口で割った
値。年平均成長率で表される場合
は、現地通貨 建ての1人当たり
GDPデータに基づく最小二乗法の
年成長率が用いられる。

ジェンダー不平等指数　人間開発
の3つの次元であるリプロダクティ
ブ・ヘルス（性と生殖に関する健
康）、エンパワーメント、労働市場
における、ジェンダー間の不平等
による達成の損失を測る合成指
数。指数の算出方法は「テクニカ
ルノート4」を参照。

所得のジニ係数　国内の個人また
は世帯間の所得（あるいは消費）
分配に関して、完全に平等な分配
からの偏差を示す指数。最も貧し
い個人または世帯を始点とする累
計数と、そのそれぞれの合計所得

のパーセント分位からローレンツ
曲線がプロットされる。ジニ係数
は、その曲線と絶対的平等の仮定
直線との開きを測るもので、仮定
直線の下にある最大面積のパーセ
ンテージで表される。係数0が完
全な平等、100が完全な不平等を
表す。

1人当たり国民総所得（GNI）　国
内に居住するすべての生産者によ
る付加価値のほかに、生産物の価
格に含まれないすべての物品税

（補助金は差し引く）、国外からの
第一次所得（雇用者報酬、財産所
得）の実収入の合計を、年央時点
の人口で割った値。付加価値とは、
産業全体の総生産から、介在した
投入を差し引いた純生産。米ドル
で表される場合は、国際通貨基金

（IMF）の報告による公式平均為
替レートを用いて換算される。公
式レートが、外貨と産物の貿易取
引に用いられている実勢レートか
ら例外的に大きく乖離していると
判断される場合は、代替の換算方
式が適用される。米ドル建ての購
買力平価（PPP）で表される場合
は、PPPレートを用いた国際ドル
価に換算される。国際ドルは、米
ドルが米国内でGDPに対してもつ
購買力と等価。

人間開発指数（HDI）　長寿で健
康な生活、知識、人間らしい生活
水準といった人間開発の3つの基
本次元における平均達成度を測る
合成指標。指数の算出方法に関し
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いえ」を0として回答を集計し、
平均値を算出して100を乗じたも
の。

非所得HDI値　平均余命と教育の
指標のみで算出された人間開発指
数の値。

政府開発援助（ODA）　開発援助
委員会（DAC）加盟国の政府機関、
多国間機構、DAC非加盟諸国によ
り、DACの援助受取国・地域リス
トのパート1に掲載された国々の経
済開発と福祉の促進を目的に、緩
やかな条件でなされる貸し付けと
贈与。援助受取国のGNI比のパー
センテージで表される。グラント・
エレメント（贈与要素）が25％以
上である有償資金協力を含む（10
％の割引率で計算）。

医師密度　一般医および専門医を
含む医師数を人口1万人当たりで
表したもの。

政治的関与　ギャラップ世界調査
において、「この1か月間に自分の
意見を公職者に伝えましたか」の
質問項目に「はい」と答えた回答
者のパーセンテージ。

政治的自由　民主主義　政治体制
の「民主主義・独裁主義」判別の
スコア。行政府と立法府を競争選
挙で選ばれた公職者が占めている
政体と、そうでない政体を判別す
る。

初等教育の留年率　初等学校で前
年度と同じ学年に就学している児
童数を、前年度の初等学校総就学
者数に対するパーセンテージで表
したもの。

ジェンダー別国会議席数　下院、
上院など各国の国会において、そ
れぞれのジェンダーが総議席に占
めるパーセンテージ。

税収　公共目的による中央政府へ
の強制的資金移転の総額。所得税
や資産税が含まれ、罰金、過料、
社会保障寄付の大半は含まれな
い。GDP比のパーセンテージで表
される。

初等教育の訓練を受けた教員　初
等教育レベルでの教務に要する最
低限の組織的な教員訓練（在職前
または在職中）を受けた初等学校
教員のパーセンテージ。

栄養不良の広がり　食物エネルギ
ー消費量が、基準以上の体重と身
長で健康な生活を維持し、軽度の
身体活動をするのに最低限必要な
食物エネルギー量を恒常的に下回
っている人口のパーセンテージ。

失業率　15歳以上の労働力（雇用・
未雇用人口）のうち、有給雇用ま
たは自己雇用の下にないが働ける
状態にあり、かつ有給雇用または
自己雇用を求めて特定の段階を経
ている人のパーセンテージ。

脆弱な雇用　無給の家内労働者お
よび自営業者として雇用されてい
る人々のパーセンテージ。
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各国の分類

OECDの先進諸国
（28か国）
オーストラリア
オーストリア
ベルギー
カナダ
チェコ
デンマーク
フィンランド
フランス
ドイツ
ギリシャ
ハンガリー
アイスランド
アイルランド
イタリア
日本
韓国
ルクセンブルク
オランダ
ニュージーランド
ノルウェー
ポーランド
ポルトガル
スロバキア
スペイン
スウェーデン
スイス
英国
米国

非OECDの先進諸国
（16の国と地域）
アンドラ
バーレーン
バルバドス
ブルネイ
キプロス
エストニア
香港
イスラエル
リヒテンシュタイン
マルタ
モナコ
カタール
サンマリノ
シンガポール
スロベニア
アラブ首長国連邦

アラブ諸国
（17の国と地域）
アルジェリア
ジブチ
エジプト
イラク
ヨルダン
クウェート
レバノン
リビア
モロッコ
パレスチナ占領地域
オマーン
サウジアラビア
ソマリア
スーダン
シリア
チュニジア
イエメン

東アジアおよび太平洋
諸国

（24か国）
カンボジア
中国
フィジー
インドネシア
キリバス
北朝鮮
ラオス
マレーシア
マーシャル諸島
ミクロネシア
モンゴル
ミャンマー
ナウル
パラオ
パプアニューギニア
フィリピン
サモア
ソロモン諸島
タイ
東ティモール
トンガ
ツバル
バヌアツ
ベトナム

欧州および中央アジア
（23か国）
アルバニア
アルメニア
アゼルバイジャン
ベラルーシ
ボスニア・ヘルツェゴ

ビナ
ブルガリア
クロアチア
グルジア
カザフスタン
キルギス
ラトビア
リトアニア
モルドバ
モンテネグロ
ルーマニア
ロシア
セルビア
タジキスタン
マケドニア（旧ユーゴ

スラビア）
トルコ
トルクメニスタン
ウクライナ
ウズベキスタン

先進国 途上国
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ラテンアメリカ・ 
カリブ海諸国

（32か国）
アンティグア・バーブ

ーダ
アルゼンチン
バハマ
ベリーズ
ボリビア
ブラジル
チリ
コロンビア
コスタリカ
キューバ
ドミニカ国
ドミニカ共和国
エクアドル
エルサルバドル
グレナダ
グアテマラ
ガイアナ
ハイチ
ホンジュラス
ジャマイカ
メキシコ
ニカラグア
パナマ
パラグアイ
ペルー
セントクリストファー・

ネイヴィス
セントルシア
セントビンセント・グ

レナディーン諸島
スリナム
トリニダードトバゴ
ウルグアイ
ベネズェラ

途上国

南アジア
（9か国）
アフガニスタン
バングラデシュ
ブータン
インド
イラン
モルディブ
ネパール
パキスタン
スリランカ

サハラ以南アフリカ
（45か国）
アンゴラ
ベナン
ボツワナ
ブルキナファソ
ブルンジ
カメルーン
カーボヴェルデ
中央アフリカ
チャド
コモロ
コンゴ
コンゴ共和国
コートジボワール
赤道ギニア
エリトリア
エチオピア
ガボン
ガンビア
ガーナ
ギニア
ギニアビサウ
 ケニア
レソト
リベリア
マダガスカル
マラウイ
マリ
モーリタニア
モーリシャス
モザンビーク
ナミビア
ニジェール
ナイジェリア
ルワンダ
サントメ・プリンシペ
セネガル
セーシェル
シエラレオネ
南アフリカ
スワジランド
タンザニア
トーゴ

ウガンダ
ザンビア
ジンバブエ

後開発途上諸国
（49か国）
アフガニスタン
アンゴラ
バングラデシュ
ベナン
ブータン
ブルキナファソ
ブルンジ
カンボジア
中央アフリカ
チャド
コモロ
コンゴ共和国
ジブチ
赤道ギニア
エリトリア
エチオピア
ガンビア
ギニア
ギニアビサウ
ハイチ
キリバス
ラオス
レソト
リベリア
マダガスカル
マラウイ
モルディブ
マリ
モーリタニア
モザンビーク
ミャンマー
ネパール
ニジェール
ルワンダ
サモア
サントメ・プリンシペ
セネガル
シエラレオネ
ソロモン諸島
ソマリア
スーダン
タンザニア

東ティモール
トーゴ
ツバル
ウガンダ
バヌアツ
イエメン
ジンバブエ
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各国の人間開発ランク（あいうえお順）

2010年HDIの順位と2005年から2010年にわたっての順位の変化

アイスランド 17 ↓ 10 グルジア 74 ↓ 3 ナイジェリア 142 マレーシア 57 ↓ 2
アイルランド 5 クロアチア 51 ↓ 2 ナミビア 105 ↑ 2 ミクロネシア（連邦） 103 ↓ 5
アゼルバイジャン 67 ↑ 16 ケニア 128 ↓ 1 ニカラグア 115 ↓ 2 南アフリカ 110 ↓ 6
アフガニスタン 155 ↑ 1 コートジボワール 149 ↓ 4 ニジェール 167 ↓ 1 ミャンマー 132 ↑ 6
アラブ首長国連邦 32 ↑ 5 コスタリカ 62 ↓ 1 日本 11 ↑ 1 メキシコ 56 ↓ 2
アルジェリア 84 ↑ 1 コモロ 140 ↓ 8 ニュージーランド 3 モーリシャス 72 ↓ 2
アルゼンチン 46 ↑ 4 コロンビア 79 ↑ 2 ネパール 138 ↑ 5 モーリタニア 136
アルバニア 64 ↓ 1 コンゴ共和国 126 ↓ 4 ノルウェー 1 モザンビーク 165
アルメニア 76 コンゴ民主共和国 168 バーレーン 39 ↓ 1 モルディブ 107 ↑ 4
アンゴラ 146 ↑ 2 サウジアラビア 55 ↓ 2 ハイチ 145 ↓ 6 モルドバ 99
アンドラ 30 ↑ 2 サントメ・プリンシペ 127 ↓ 3 パキスタン 125 ↓ 2 モロッコ 114 ↑ 1
イエメン 133 ↑ 8 ザンビア 150 ↑ 1 パナマ 54 ↑ 4 モンゴル 100 ↑ 2
イスラエル 15 シエラレオネ 158 ↑ 1 バハマ 43 ↓ 3 モンテネグロ 49 ↓ 1
イタリア 23 ↑ 4 シリア 111 ↓ 3 パプアニューギニア 137 ヨルダン 82 ↑ 2
イラン 70 ↑ 10 ジブチ 147 ↓ 1 パラグアイ 96 ラオス 122 ↑ 4
インド 119 ↑ 1 ジャマイカ 80 ↓ 6 バルバドス 42 ↓ 1 ラトビア 48 ↓ 2
インドネシア 108 ↑ 2 シンガポール 27 ↑ 1 ハンガリー 36 ↓ 1 リトアニア 44 ↓ 2
ウガンダ 143 ↑ 4 ジンバブエ 169 バングラデシュ 129 ↑ 1 リヒテンシュタイン 6 ↑ 5
ウクライナ 69 ↓ 3 スーダン 154 ↓ 2 東ティモール 120 ↑ 11 リビア 53 ↑ 3
ウズベキスタン 102 ↓ 1 スイス 13 フィジー 86 ↓ 9 リベリア 162 ↑ 2
ウルグアイ 52 スウェーデン 9 ↓ 3 フィリピン 97 ↓ 2 ルーマニア 50 ↑ 1
英国 26 ↓ 4 スペイン 20 ↑ 1 フィンランド 16 ↓ 2 ルクセンブルク 24 ↓ 6
エクアドル 77 ↓ 2 スリナム 94 ↓ 5 ブラジル 73 ルワンダ 152 ↑ 2
エジプト 101 ↑ 2 スリランカ 91 フランス 14 ↑ 5 レソト 141 ↓ 1
エストニア 34 ↓ 3 スロバキア 31 ↑ 5 ブルガリア 58 ↓ 1 ロシア 65 ↑ 3
エチオピア 157 ↑ 3 スロベニア 29 ブルキナファソ 161
エルサルバドル 90 スワジランド 121 ブルネイ 37 ↓ 4
オーストラリア 2 赤道ギニア 117 ↑ 1 ブルンジ 166 ↑ 1
オーストリア 25 ↓ 1 セネガル 144 米国 4
オランダ 7 ↑ 3 セルビア 60 ↓ 1 ベトナム 113 ↑ 1
ガーナ 130 ↓ 2 ソロモン諸島 123 ↓ 4 ベナン 134
カーボヴェルデ 118 ↓ 1 タイ 92 ↑ 1 ベネズエラ 75 ↑ 3
ガイアナ 104 ↑ 1 タジキスタン 112 ベラルーシ 61 ↑ 1
カザフスタン 66 ↓ 1 タンザニア 148 ↑ 1 ベリーズ 78 ↓ 9
カタール 38 ↓ 4 チェコ 28 ↓ 2 ペルー 63 ↑ 4
カナダ 8 チャド 163 ↓ 6 ベルギー 18 ↓ 1
ガボン 93 ↑ 1 中央アフリカ 159 ↓ 1 ポーランド 41 ↑ 3
カメルーン 131 ↓ 2 中国 89 ↑ 8 ボスニア・ヘルツェゴビナ 68 ↓ 4
韓国 12 ↑ 8 チュニジア 81 ↑ 5 ボツワナ 98 ↑ 2
ガンビア 151 ↓ 1 チリ 45 ↑ 2 ボリビア 95 ↓ 3
カンボジア 124 ↑ 1 デンマーク　 19 ↓ 3 ポルトガル 40 ↑ 3
ギニア 156 ↓ 1 トーゴ 139 ↓ 4 香港 21 ↑ 2
ギニアビサウ 164 ↓ 1 ドイツ 10 ↓ 1 ホンジュラス 106
キプロス 35 ↑ 4 ドミニカ共和国 88 マケドニア（旧ユーゴスラビア） 71 ↑ 1
ギリシャ 22 ↑ 3 トリニダード・トバゴ 59 ↑ 1 マダガスカル　 135 ↓ 2
キルギス 109 トルクメニスタン 87 マラウイ 153
グアテマラ 116 トルコ 83 ↓ 1 マリ 160 ↑ 2
クウェート 47 ↓ 2 トンガ 85 ↓ 6 マルタ 33 ↓ 3

注）矢印は、一貫したデータと方法を用い、2005年から2010年にかけての国々の順位の上がり下がりを示し、空欄の箇所は変化がなかったことを示している。
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